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 2007年9月豪雨により，米代川では約29㎞にわたり計画高水位を超過する大洪水となり，住家
の浸水被害や河岸洗掘などの大きな被害が発生した．これを機に，直轄河川災害復旧等関連緊

急事業などの災害復旧事業により，4年間で約95億円の予算を集中投資し，築堤や河道掘削，被
災箇所の復旧などを実施している．これら事業進捗にあたり取り組んだ事業マネジメント（事

業監理）の内容について報告するものである． 
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1.  はじめに 

 米代川は、その源を秋田県、青森県及び岩手県の3県
境に位置する中岳（標高1,024m）に発し、大館盆地を貫
流し，二ツ井町付近で阿仁川及び藤琴川等の支川を合わ

せ、能代市において日本海に注ぐ、幹川流路延長136 km、
流域面積4,100km２の一級河川である（図-1）。 
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図-1 米代川流域図 

2.  2009年9月出水について 

(1)  出水の概要 
 2007年9月15日から降り出した雨は、米代川流域に18
日12時まで降り続き、米代川の十二所（大館市）、鷹巣
（北秋田市）、向能代（能代市）の各水位観測所におい

て、はん濫危険水位を二ツ井水位観測所（能代市）では、

計画高水位を超える出水となった。 
 降雨量は、中森雨量観測所（北秋田市）で総雨量が

337mmとなった。また、二ツ井水位観測所では、9月18
日5時に、既往最高水位となる8.07mを記録した（それま
での既往最高水位は1972年水害の7.96ｍ）（図-2、図-3）。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 2007年9月洪水二ツ井観測所の水位状況１ 

 
 
 
 
 
 
 

図-3 2007年9月洪水二ツ井観測所の水位状況２ 

 
 
 
 
 
 
写真-1 (a)二ツ井水位観測所付近 (b)小繋地区浸水状況 
    （米代川右岸約29.3k） （米代川右岸約31.4k） 

(2)   被害の概要 

別紙―２ 

平成19年9月洪水二ツ井水位観測所(旧二ツ井町)の水位状況
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S47鷹巣雨量
継続時間４８時間

はん濫注意水位　４．５０m

H19洪水　最高水位到達：１8h

S47洪水　最高水位到達：33h

2007.9.18 5:00 8.07m
1972.7.9 7.96m

H.W.L. 7.394m

1.50m
0.80m

8.894

▽8.094

二ツ井水位観測所 右岸断面

1972年当時の堤防断面。

水位が堤防の上面を超え1.380mに
渡り越水し、その後決壊した。

▽背後GL 7.14

◆二ツ井水位観測所では、既往最高水位を観測した。



 米代川本川では、直轄管理区間のほぼ全区間で氾濫危

険水位を超え、堤防設計の対象水位である計画高水位も

約29kmにおよび超過するなど、いつ堤防が決壊しても
おかしくない状態が長時間継続し、中上流部においては

無堤部の氾濫や越水による氾濫が発生した。 
また、米代川本川の上流県管理区間（鹿角市）におい

て4箇所、支川阿仁川で4箇所の堤防が決壊した。 
このため、米代川流域では、床上浸水256棟、床下浸
水380棟、耕地冠水2,643haなどの大きな災害が発生した
（秋田県災害対策本部、秋田県農林部まとめ）（図-4）。 
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図-4 2007年9月洪水の被災状況 

3.  米代川災害復旧事業について 

 米代川災害復旧事業とは、直轄河川災害復旧等関連緊

急事業、災害対策等緊急事業推進費、直轄河川災害復旧

事業を総称していうものである（表-1）。 

直轄河川災害復旧等関連緊急事業（復緊事業）： 68.9億円
災害復旧助成事業（秋田県）と同時に2007年11月21日、総事業費68.9億円が採択。
上下流一体となって、予算を集中投資し、米代川の家屋への浸水被害の軽減を推進。

河道掘削 35.5km、築堤 ４地区、堤防強化 ４地区

災害対策等緊急事業推進費 ： 7.9億円
災害箇所の早急な復旧を推進するため、堤防強化等について実施。

築堤 １地区、堤防強化 １地区

直轄河川災害復旧事業（原型復旧） ： 17.5億円
堤防漏水対策・河岸洗掘対策等について、計15箇所、約3,050m、総額17.5億円が
2007年11月12日に採択。

護岸復旧 : １５箇所（能代市・大館市）

2007年度から2010年度までの４年間に、総事業費約９５億円を投じ、米代川の
河道掘削、堤防整備、堤防強化、護岸復旧などを実施。

阿仁川災害復旧助成事業（秋田県） ： 約106億円
家屋浸水等を解消し、再度災害を防止するため、築堤、河道掘削等を実施。

阿仁川 約28km ５地区 （2007～2011年度の５年間）

（参考）

表-1 米代川災害復旧事業

 

(1)   阿仁川災害復旧助成事業（県）と直轄河川災害復旧
等関連緊急事業（国） 
 秋田県では支川阿仁川における家屋浸水等を解消し、

再度災害を防止するために、「阿仁川災害復旧助成事

業」により、築堤、河道掘削など抜本的な対策を実施す

ることとなった。これにより阿仁川では、計画対象流量

が増加するため、本川米代川においてもこの増加に対応

するため、阿仁川合流点下流について「河川災害復旧等

関連緊急事業」により流下能力向上を図ることとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 事業対象河道流量配分図 

 
4.  米代川災害復旧事業事業マネジメントについて 
 
 (1)   事業マネジメントのポイント 
 国では2007年から2010年までの4年間に総事業費約95
億円、秋田県では2007年から2011年までの5年間に総事
業費約106億円を投じ事業を進めるため、以下の点に留
意する必要がある。 
a) 短期間に限られた予算を集中投資することから、コス
トや予算執行並びに工期の適正管理が求められる（外

部有識者マネジメント）。 
b) 災害直後から事業着手したため、計画精査、用地取得
が事業進捗の大きなカギであり、関係各課・出張所に

よる、作業進捗の確認、そして担当する設計の進捗状

況、問題点提示、用地概略調査等の連絡・調整を図る

（所内会議）。 
c) 河道掘削から発生する土砂の有効活用、そして近傍の
捨土場所の確保が事業費を大きく左右。（コスト縮減

に寄与） 
d) 地域住民へのアカウンタビリティが重要（広報）。 
 
(2)   事業マネジメントの実施状況 
 前述のポイントを達成するため、以下の取組を実施し

ている。 
a)  米代川の総合的な治水対策協議会 
b) 米代川災害復旧事業マネジメント委員会 
c) 所内事業調整会議(所内プロジェクトマネジメント) 
d) 施工プロセスの適正化に向けた総合的な取り組み 
e) 広報活動 
f) コスト縮減への取り組み 

次にこれらの詳細について述べる。 
a)米代川の総合的な治水対策協議会 
 2007年9月に発生した米代川流域の洪水被害を契機に、
米代川沿川４市長の呼びかけにより、2007年11月3日に
市・県・国が一堂に会し、ハード、ソフトの両面から総

合的な治水対策を促進し、安心して住めるまちづくりと

するため、関係機関が連携し協議することを目的とする
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事業期間 2007～2011年度の５ヶ年
総事業費 約１０６億円
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「米代川の総合的な治水対策協議会」、「幹事会」及び

「検討会」が発足した。これまでに協議会を4回、検討
会を12回、幹事会を4回と継続的に実施し、市・県・国
が強く連携した事業展開が可能となっている（図-7）。 
b)米代川災害復旧事業マネジメント委員会 
 事業の進め方や内容等についてにチェックいただき、

事業者である能代河川国道事務所長に対し意見を述べ、

工程管理及びコスト縮減のより一層の充実を図るため、

有識者や地元自治体などによるマネジメント委員会を設

立したものである。 
委員会では「コスト縮減に努力が認められる」「地域

社会への貢献のPRに努めること」「より一層コスト縮
減に努力すること」などのご意見を頂いている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 米代川のマネジメント委員会 

c)所内事業調整会議(所内プロジェクトマネジメント) 
事項・対応課・該当工事・事項への対応・現在の達成

状況・今後の予定等のリスト作成、並びに測量設計成果、

用地取得状況、関係機関との協議内容等について連絡・

調整し、また所内サーバ・メール等により共有化を推進

している。 

【米代川復緊事業の早期完了に向けて】
事務所・出張所・関係自治体との連携・調整を経て、早期完了に向けてプロジェクトマ
ネジメント（ＰＭ）を実施。事業進捗工程を作成・随時更新し、最新情報を共有する。

☆各々の役割を明確・認識するとともに、「ほう(報告)・れん(連絡)・
そう(相談)」を徹底し連携を密にする。

所内調整会議

【所内調整会議（関係各課・出張所）】

【【工事調整会議工事調整会議

（出張所・請負業者（出張所・請負業者においてにおいて実施）実施）】】

【【キーワードキーワード】】
連携・情報共有連携・情報共有

能代河川国道事務所
（用地・工一・調一・河管）
○詳細設計・工事発注
○用地買収
○事業工程管理 各自治体

（能代市・北秋田市・大館市）

○地元への設計説明時の調整
○地元への用地買収時の調整
○各種情報提供

能代河川国道事務所
（二ツ井（出）・鷹巣（出））
○工事監督
○地元調整
○工事進捗管理

事項・対応課・該当工事・事項への対応・現在の達成状況・
今後の予定等のリスト作成、並びに測量設計成果、用地取
得状況、関係機関との協議内容等について所内サーバ・
メール等により共有化を推進。
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米代川災害復旧事業の事業マネジメント

米代川復緊事業プロジェクトマネジメント執行体制

 
図-9 所内プロジェクトマネジメントのイメージ 

d)施工プロセスの適正化に向けた総合的な取り組み 
 ｢工事調整会議｣、｢ワンデーレスポンス｣、｢設計変更

審査会｣の実施にあわせ、適正な設計変更の実施に向け、

｢設計変更ガイドライン(案)｣等の総合的な活用を図り、
更なる適切な施工プロセスの確保と適正な設計変更に向

けた取り組みの充実を図っている（図-10）。 
 
 
 
 
 

図-10 各種工種に応じた施工プロセスの適正化に 
向けた取り組み（イメージ） 

※重要構造物は
　全工事（実線） ※全工事

※必要な場合
　適時実施各種工種の対応

○設計変更ガイドライン（案）・ 一時中止ガイドライン（案）の徹底
○ＡＳＰツールの活用

工事調整会議
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（ワンデー
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（水門、樋門、橋梁、トンネル等）
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（地すべり、軟弱地盤、アンカー等）

完
　
成

契
　
約

指
示
・
変
更
契
約

実
　
　
施

通
常
の
施
行
承
認

米代川災害復旧事業マネジメント委員会

「米代川災害復旧事業マネジメント委員会」は、事業の進め方や内容等に
ついて有識者や地元自治体などにチェックいただき、事業者である能代河川

国道事務所長に対し意見を述べ、工程管理及びコスト縮減のより一層
の充実を図るため設立したものである。
【 委員名簿 】
秋田大学 工学資源学部 土木環境工学科 教授 松 冨 英 夫
元 財団法人 秋田経済研究所 専務理事・所長 進 藤 利 文
秋田県 建設交通部 河川砂防課長 秋 元 良 三
能代市 都市整備部長 佐 藤 喜 美

◆第３回マネジメント委員会からの意見

・工事進捗状況は計画どおり進められていることを確認した。

・コスト縮減に努力していることが十分認められた。

・地域社会への貢献のＰＲに努めること。
・より一層のコスト縮減を目指して努力を進めていただきたい。

第３回委員会状況

松冨委員長

現地視察状況

2010年11月26日(金) 第３回マネジメント委員会 開催

吉永事務所長

開催状況 2008.7.10第１回マネジメント委員会
2009.7.16第２回マネジメント委員会

第２回からの意見

・「順調に事業が進んでいることを確認。このペースを続けて欲しい」

・「県・市と国とがうまく連携できているのでこの体制を続けて欲しい」
・「事業が地域経済に貢献されていることが認められる」

・「用地の解決に努力を願う」

2008.11.26現在

【凡例】 赤文字 ： 完了、対応済み
青文字 ： 施工中、対応途中
緑文字 ： 未施工、未対応 図-7 米代川の総合的な治水対策計画の概要



e)広報活動 
  事務所広報誌により、事業の進捗状況を説明したり、
地域住民に対して現場説明会を実施し、事業を理解して

いただいている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-11 事務所広報誌の例 

f)   コスト縮減への取り組み 
 コスト縮減については、以下の項目について実施して

いる。 
①河道掘削土砂の有効活用 
……直轄事業は元より、秋田県、地元自治体事業へ河

道掘削土砂を供給（米代川の総合的な治水対策

協議会での情報交換等により掘削の有効活動を

実現させた）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-12 河道掘削土砂の有効活用イメージ 

②新技術の採用 
……水門ゲート構造の変更、塗装仕様の見直しによる

コスト縮減 

《構造物形式における工夫》

従来の形式にとらわれず、完成後の維持管理・景観性を考慮し、新技術を活用することにより建設費を削減

①水門・樋門におけるゲート形式→完成後の維持管理・ゲート操作の容易性・景観を考慮し、従来の全面鋼製方
式ではなくカーテンウォール形式を採用しコスト縮減を図る。

②新技術の活用→鋼製ゲートの塗装に用いる塗料について、ＮＥＴＩＳ登録されている新技術を活用し、
コスト縮減を図る。 《無機質無溶剤超耐久性コーティング材料「セラトン」》

特徴：①無溶剤・無機質の一液型塗料であることから地球環境に優しい

②耐酸性に特に優れる
③超耐久性の塗料である

※省資源・省エネルギーとライフサイクルコストの経済効果が見込まれる。

復緊事業で実施する水門及び樋門について、設計段階から完成後の維持管理
を考慮し、新技術を有効に活用しコスト縮減を図る。

全面鋼製形式施工事例

開閉が必要な断面に対して全て鋼

製ゲートで対応

カーテンウォール形式

開閉が必要な断面に対して、コン
クリート壁と鋼製ゲートとで対応

天内水門

 

図-13 新技術の採用イメージ 

③伐採木の処理 
……伐採木を近隣のバイオマス発電施設へ運搬し、処

分費を大幅(85%)縮減。 
 
 
 
 
 
 

図-14 伐採木処理のイメージ 

④伐採木の地元住民への提供 
……通常処分する伐採木を地元住民へ無償提供、処分

費を縮減。 

これまで処分していた伐採木を地域住民に無償提供することにより、
コスト縮減を図る。

《地域住民への伐採木の無償提供》

従来は処分していた河道内の伐採木を地域住民へ無償提供(約500t)するこ

とで運搬・処分費の削減。

地域住民への提供

■伐採木を地域住民へ提供することで処分費のコスト縮減を図る

河道掘削工事
等で河道内の
樹木を伐採

記者発表等で
住民へ伐採木
提供の情報提
供を実施

●伐採木の有効活用

●処分費のコ スト縮減

地域住民による伐採木の
受取り状況

 

図-15 伐採木の地元住民への提供イメージ 

5.考察 

災害は予期せぬタイミング・場所に起きるため、用地

協議や関係機関との調整が懸案事項となり、工程遅延と

なる例が多い。2007年9月出水による米代川災害復旧事
業等においては、河道掘削土の受入先と用地買収が大き

な課題であったが、流域の国、県、自治体が一堂に会す

る「米代川の総合的な治水対策協議会」及び有識者や地

元自治体からなる「米代川災害復旧事業マネジメント委

員会」の設立・実行により、関係機関との繋がりが緊密

となり、協議・調整が円滑に進められている。 
 今後は、河川改修事業である河道掘削等をメインに事

業が進むこととなるが、これまでの取り組みによりでき

た地元自治体との太いパイプを活かしながら、関係機関

協議・地元調整等を行い、事業を円滑に進めたていきた

いと考えている。 
 
 
 
 

伐採木の処理

河道内樹木を伐採

バイオマス発電施設

「能代森林資源利用協同組合」 ：処分費 3,000円/t

従来は「再資源化処理施設」：処分費 20,000円/t

処分費を８５％縮減

■木質バイオマス発電施設へ伐採木の受入を要請し、燃
料としての活用を依頼。また、処分費のコスト縮減を図る。

《河道掘削土砂の有効活用》
復緊事業で実施する河道掘削における復緊事業で実施する河道掘削における土砂土砂を他事業を他事業等等に流用し有効利用に流用し有効利用

①復緊事業へ→築堤及び堤防強化の各事業箇所で活用。

②河川管理施設へ→側帯・車両交換場所の盛土として活用。（河川管理の強化・危機管理の向上を図る）

③秋田県事業へ→現在施工中の「阿仁川災害復旧助成事業」、 「葛原バイパス」等の盛土として活用。

④地元自治体事業へ→県・市町村が実施する事業（公共施設新築に伴う敷地造成等）への活用。

築 堤築 堤

堤防強化堤防強化

河道掘削河道掘削

掘削した土を掘削した土を
築堤築堤やや堤防強堤防強
化等化等のの盛土材盛土材
として、として、

「有効活用」「有効活用」


